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１．研究計画の概要 
本研究では，環境政策および社会保障政策

の世代内・世代間利害対立に焦点を当てる．
環境政策の場合，環境保全の便益を受ける消
費者と環境保全の負担を負う産業界の世代
内対立があり，また，環境保全の便益を受け
ない老年世代と便益を受ける若年世代の世
代間対立がある．社会保障政策の場合，高所
得層と低所得層の世代内対立があり，また，
給付の便益を受ける老年世代と給付の費用
を負う若年世代の世代間対立がある． 
 本研究の目的は，このような世代内・世代
間利害対立が存在する環境，社会保障政策を
統一的に扱う枠組みを提示し，投票を通じた
政策決定の利害対立を明示的に考慮した政
治経済分析を行うことにある．この分析によ
って，中長期的に効率的な環境・社会保障政
策の実施が阻害される政治的メカニズムを
明らかにするとともに，所得格差や少子・高
齢化など，経済環境の変化が政策決定の政治
過程に与える影響を示す． 
 
２．研究の進捗状況 
2008 年度は，２つの研究を行った．第一に，
環境政策の政治経済分析を行った．本分析で
は，環境資本蓄積を考慮したモデルを立て，
マルコフ戦略を採用して均衡の絞り込みを
おこなうことでモデルの予測性を高める研
究をおこなった．この拡張分析によって，環
境政策の政治決定が環境水準に時間を通じ
てどのような影響を与えるかを明らかにし
た． 
第二に，所得再分配と所得階層移動に関す

る政治経済分析を行った．将来の上方移動の
可能性があるとき，低所得者は低い再分配を

望むことを明らかにした． 
 2009 年度は，社会保障政策の世代内・世代
間利害対立に注目し，政治経済学の視点から
分析に取り組んだ．特に，所得再分配政策と
世代内・世代間の所得階層移動が，再分配政
策に対する投票行動を通じてどのように相
互作用するかに焦点を当てて分析を行った． 
 2010 年度は，（１）年金と世代間公共財供
給，（２）退職行動と社会保障，（３）国債
発行と世代内所得再分配に関する政治経済
分析を行った． 
 （１）の研究では，若年世代から老年世代
への所得再分配となる賦課方式年金と，老年
世代は享受できないものの若年世代が将来に
享受できる公共財（たとえば環境）への投資
に注目した．分析の結果，所得不平等度の拡
大は，年金と公共財供給の減少をもたらすこ
とが明らかになった．（２）の研究では，社
会保障給付水準が投票を通じて決まる経済を
描写し，期待に応じて2つの投票均衡が発生す
ることを明らかにした．この分析結果は，ア
メリカ，日本とヨーロッパ諸国の退職行動と
社会保障給付水準の違いをもたらすメカニズ
ムを明らかにしている．（３）の研究では，
国債発行を通じて所得再分配がファイナンス
される経済において，国債および再分配水準
が所得不平等度にどのように影響されるかを
検討した．中位投票者が借入制約に直面する
低所得者が中位投票者の時，所得不平等度の
拡大は，国債残高および再分配水準の低下を
もたらすことを示した． 
 
 



３．現在までの達成度 
②おおむね順調に進展している． 
理由： 研究課題に関連する論文が

Journal of Economics Theory お よ び
Economics of Governance に採択，掲載され
たため，おおむね順調に進展していると自己
評価する． 
 

４．今後の研究の推進方策 
 2010 年度の 3番目の研究（国債発行と世代
内所得再分配に関する政治経済分析）では 2
期間の静学的な経済を想定していたため，国
債発行を通じた世代間の再分配効果が捨象
されていた． 
2011 年度の研究では，2期間モデルを無限

期間のモデルに拡張し，世代内再分配に加え
て世代間再分配効果についても定性的・定量
的に評価する予定である．この分析によって，
国債残高の累積がどのように生じるのか政
治経済的な視点から検討するとともに，その
世代内・世代間の公平性に関するインプリケ
ーションを明らかにする． 
 

５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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